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	本　　　　　　　　　文

	（用語の定義）
第２　この指針において、次に掲げる用語の意義は、当該各項に定めるところによる。
(1)　障がい者就労施設等
　　次のアからコまでの施設等をいう。
ア　障がい者支援施設
イ　地域活動支援センター
ウ　障がい福祉サービス事業（生活介護、就労移行支援又は就労継続支援を行う事業に限る。）を行う施設
エ　小規模作業所
オ　特例子会社
カ　重度障がい者多数雇用事業所
キ　在宅就業障がい者
ク　在宅就業支援団体
ケ　地方自治法施行令第167条の2第1項第3号に定める障害者支援施設等に準ずる者として知事が認めた法人
コ　アからエに掲げる施設等において生産された物品等を取り扱う店舗等（ただし、社会福祉法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人又は公益財団法人が経営するものに限る。）
（物品等の調達に伴う契約）
第４　発注機関の長は、障がい者就労施設等から調達することが可能な物品及び役務の調達において、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の2第1項第1号及び第3号の規定並びに大阪府財務規則（昭和55年大阪府規則第48号）第61条の2の規定により随意契約によることができる場合は、予算の適切な執行に配慮し、障がい者就労施設等を経営する者と契約するよう努めるものとする。
２　前項の規定により障がい者就労施設等を経営する者と随意契約を締結しようとするときは、大阪府財務規則の運用第62条関係「2(1)」の規定により比較見積を省略することができるものとする。


	

	
	検出事項について、「障がい者就労施設等からの物品等の調達に関する取扱指針」により随意契約とする際に、契約の相手方がその指針に定める障がい者就労施設等を経営する者に該当するか否かの確認が不十分であった。
今後は、指針の内容を十分理解した上で随意契約を行うこととし、該当しない場合には、大阪府財務規則等に照らし、比較見積を徴取し、適切な手続を行う。
また、該当するか否かの判断に疑問が生じた場合には、その指針を所管している部局へ確認する。



監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和３年６月７日から同月18日まで）
